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飯伊地域１市 13 町村の人口は 169,504 人で長野県人口の 7.9%を占めている。そのうち、中心
都市である飯田市の人口は 105,335 人で、地域人口の 62.1%、県人口の 4.9%を有している（県内
19 市 58 町村のうち長野市、松本市、上田市に次ぐ第４位の人口規模）。 
地域人口の年齢構成の特徴は、高齢化と特定の年齢層割合が小さいことである。飯田市は、
高齢化率 28.2%で、全国平均（23.0%）、長野県平均（26.5%）よりもそれぞれ 5.2 ポイント（以下、
㌽）、1.7 ㌽と高く、高齢化が進んでいる。なお、下伊奈郡部はさらに高く、３割を超えている
（31.9%）。 
飯田市在住者の特定年齢の割合を見ると、18 歳 0.80%（特化係数 0.84<全国＝１>）、19 歳 0.56%
（同 0.60）、20 歳 0.55%（同 0.58）、21 歳 0.59%（同 0.60）%、22 歳 0.64%（同 0.63）と、高校卒
業年齢から短大・大学生に対応する年齢層（19～22 歳層）は、全国平均の６割前後しかいない。
05 年各歳人口をコ－ホートで 10 年の人口の増減をみると、10 年時年齢で、18 歳－24.3%、19





本調査>で、しかも飯田市内から通学可能な大学は、飯田女子短大（1 学年定員 270 名）以外存
在しないため、進学≒転出となる。事実、20～24 歳層で在学している者は、専修学校等を含め
て 9.5%しかなく、この割合は長野県全体（20.4%）より 10.9 ㌽も低く、また、下伊那郡の数値
（11.4%）より低い<2010 年国勢調査>。この結果、高等教育対応年齢層が極端に少なくなる。 
 － 15 － 
ただし、大学卒業後年齢になると、就職（Ｕターン・Ｉターン）等で、約４割が回帰・転入
してくる。 
なお、2010 年国勢調査によると、飯伊地域で従業している者は 88,105 人（うち飯田市が 67.2%









飯伊地域の民営産業の規模は、飯田市が事業所数 6,287 所、従業者数 50,841 人、売上高 8,027､
下伊那郡は松川町、高森町、阿智村を中心に 3,040 所、22,090 人、2,477 億円である（2012.2.1
現在）。従業員数を 09 年<7.1 現在>に比べると、飯田市は 1,091 人減（－2.1%）、郡部は 979 人
減（－4.2%）で、飯伊地域計では－2.8%である。 
飯伊地域の民営事業所の県内シェアは、事業所数 8.6%、従業者数 6.5%、売上高 5.9%、従業者
数４人以上製造業従業者数 6.5%、出荷額 7.0%、現金給与総額 7.3%、卸・小売業のそれは事業所






を中心に 4,518 人で従業者総数の 8.0%であった<経済センサス・基礎調査>。つまり、飯田市の
非民営を含めた従業員数は 55,000 人程度、郡部は 24,000 人弱で、公務を含むサービス業の従
業者割合はさらに高くなると推定される。 
飯伊地域の主要産業の一つである製造業について見ておくと、リーマンショックの影響が大
きく、09 年に大きく減少し、12 年は、07 年比で事業所数 84.4%、従業者数 89.5%、出荷額 81.8%、
現金給与総額 84.7%と 07 年レベルを回復していない。12 年の飯田市の事業所数は 316 所、従業
者数 10,312 人、出荷額 2,601 億円、現金給与総額 374 億円、郡部はそれぞれ、203 所、5,781
人、959 億円、201 億円%である。飯伊地域の製造業の県内シェアは、事業所数 9.5%、従業者数







電子・電機関連では、多摩川精機㈱（本社・飯田市、従業員数 690 名、２事業所および 3 研究
所、松川町に１事業所）、ＫＯＡ㈱（上伊那箕輪町に本社・工場、従業員数 1,321 名、飯田市に
１事業所、阿智村に１事業所）、興亜エレクトロニクス㈱（ＫＯＡの子会社、本社・飯田市、従









吉川建設㈱（262 名）、稲（くましろ）建設㈱（190 名）、小林製袋㈱（125 名）、大王パッケー
ジ㈱長野工場（松川町）、横浜ゴム㈱長野工場（高森町 152 名）等がある。 
卸・小売業は、飯田市が事業所数 1,244 所、従業者数 8,092 人、年間販売額 2,262 億円、郡部
はそれぞれ 595 所、2,836 人、568 億円である。飯伊地域の卸・小売業の県内シェアは、事業所
数 9.1%、従業者数 8,2%、年間販売額 6.4%である<2012 年経済センサス>。小売業で代表的なもの
はスーパーを展開する㈱キラヤ（飯田市 250 名）で、地域内に９店舗を展開している。 
飯田市を中心とする飯伊地域に常住する就業者は 88,722 人（うち飯田市常住者は 55,280 人・
62.3%）で、その就業地は飯伊地域内が 94.3%（うち、飯田市内が 62.7%）を占めている。他方、















有効求人倍率を見ると、07 年 12 月以降低下気味であったとはいえ 08 年８月までは 1.00 超
えており（8 月 1.05）、長野県、特に飯伊地域の有効求人倍率は、リーマンショック以前、そし
て以後 08 年 12 月までは全国平均より高かった。しかし、飯伊地域では 08 年 11 月から急激に
悪化しはじめ、09 年１月には、全国平均を下回り、2 月には県平均よりも低くなった。09 年 6
月には 0.31（前年 6 月 1.09）まで低下した。その後 0.4～0.5 レベルが長く続き、11 年 10 月頃
からようやっと 0.7 レベルまで戻った。 
求人数を３ヶ月単位で見ると、08 年７～９月 2,817 人、10～12 月 2,610 人（前年同期比、－
24.3%）、09 年１～３月 2,280 人（同、－31.7%）、４～６月 1,912 人（同、－36.7%）、７～９月
2,165 人（同、－23.1%）と前年同期比で大きく減少し、10～12 月になってやっと 2,642 人（同
＋1.2%）と回復の兆しが見えた。とは言え、前年同期はすでに求人数の減少が大きくなった時
期であり、本来的な回復とは見られない。事実、一昨年同期比では－21.0%である。 
また、2008 年 10 月から｢事業主の都合による離職｣が急増し、09 年 1 月には 279 人で前年同
月の９倍強を記録、４月には 437 人（前年比 35 倍強）と最大数を記録し、11 月まで前年同期
比増が続いた。その後、離職者数が 100 人を切り、前年比もマイナスに転じるが、この 14 カ月
間で 2,080 人も｢事業主の都合｣で離職している。 
同時にこの時期、事業主都合による離職者の新規常用求職者が増大した。09 年１月に前月の
ほぼ２倍の 110 人になり、やはり４月に求職者の半数近く（46.1%）を占める 396 人と最大となっ
ている。その後このタイプは減少傾向に入るが、月間 100 人未満になるのは 10 年６月である<
以上のデータは飯田職安「業務月報」各月>。 
つまり、飯田職安管内（飯田市と下伊那郡）の労働市場では、リーマンショックの影響が、











ここ数年、就職率は 24%程度（飯田真意高校 19%、郡部高校 42%程度である。過去５年間（09
年３月卒～13 年３月卒）の新卒就職者の累積 1,837 人の内、飯田市内就職者 899 人（48.9%）、
下伊奈郡内 494 人（26.9%）で、管内就職率は 75.8%であった<学校基本調査、長野県独自集計>。
13 年３月卒に対する求人は 379 人、就職者は 322 人で、充足率は 85%であった<飯田職安「2013
年度業務概要」>。ただ、学校基本調査によると、飯伊地域８校の 13 年３月卒業者 1,647 人の
進路は、大学等進学率 45.9%、専修学校専門課程進学率 21.8%、就職率 24.2%で、就職者 400 人





よると、管内事業所からの、12 年３月卒の求人は 389 人、13 年３月卒のそれは 563 人であった。
そして 13 年３月卒の管内への就職者は 248 人であった<飯田職安「2013 年度業務概要」>。つ
まり、13 年３月末時点での新規大卒の充足率は 44.0%でしかなく、求人難であった。 
飯田市内の比較的大きな大卒雇用市場としては、飯田市最大規模の事業所である市役所（正










有効求人倍率は、13 年８月以降 1.00 超となり、11 月には 1.17 を記録し、14 年３月は 1.13





























の割合がやや減少傾向にある以外、24 歳以下と 45～54 歳が 17%前後、25～34 歳が 26%前後、35
～44 歳が 23%前後で、ここ数年大きな変化は見られない（表２）。 
求職者の申し込み時の状態は、離職者の大幅な減少、中でも雇い主都合による離職者数・割
合の減少が著しい。そこには一定の経営環境の改善を見ることができる。他方、在職者（つま
2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度
全数 9,340 9,979 11,201 10,394 13,272
　常用 4,868 5,360 5,730 5,551 7,013
　　正社員 3,635 3,814 4,167 4,095 5,215
　パート 3,514 3,923 4,438 4,367 5,042
全数 11,193 10,073 10,445 9,228 8,274
　常用 6,932 6,240 6,426 5,873 5,130
　パート 4,177 3,739 3,886 3,268 3,057
全数 3,820 3,917 4,154 3,949 3,936
　常用 2,036 2,187 2,149 2,066 2,123
　パート 1,608 1,534 1,695 1,679 1,581
　常用/全数 52.1 53.7 51.2 53.4 52.8
　　正社員/常用 74.7 71.2 72.7 73.8 74.4
　パート/全数 37.6 39.3 39.6 42.0 38.0
　常用割合/全数(%) 61.9 61.9 61.5 63.6 62.0
　パート割合/全数 37.3 37.1 37.2 35.4 36.9
　常用/全数 53.3 55.8 51.7 52.3 53.9
　パート/全数 42.1 39.2 40.8 42.5 40.2
　常用就職者/常用求人 57.9 55.7 48.4 47.3 42.1
　パート就職者/パート求人 23.2 24.6 26.4 28.6 30.8
　常用就職者／常用求職者 53.3 55.8 51.7 52.3 53.9

















































年度 総数 24歳以下 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55歳以上
2010 6,240 18.1 25.4 22.3 17.5 16.6
2011 6,426 17.5 25.0 22.5 17.7 17.2
2012 5,873 17.2 25.8 23.9 18.0 15.2







2009 6,932 1,532 4,945 205 2,276 2,273 455
2010 6,240 1,730 3,917 159 1,176 2,263 683
2011 6,426 1,900 3,785 127 1,176 2,291 741
2012 5,873 1,852 3,433 105 1,103 2,076 589
2013 5,130 1,883 2,721 98 721 1,808 526
2009 100.0        22.1          71.3          3.0           32.8          32.8          6.6           
2010 100.0        27.7          62.8          2.5           18.8          36.3          10.9          
2011 100.0        29.6          58.9          2.0           18.3          35.7          11.5          
2012 100.0        31.5          58.5          1.8           18.8          35.3          10.0          




















































求人数(人) 2010 4,767 5 1,244 459 634 537 93 75 267 1,555
2011 5,730 9 1,701 418 767 529 189 128 323 1,726
2012 5,551 13 1,376 391 643 940 127 86 326 987 446 213
2013 7,071 10 1,466 601 764 1,052 134 96 436 1,676 603 235
求職者数(人) 2010 5,528 6 606 832 455 375 24 83 247 2,482
2011 6,426 15 784 1,018 513 439 25 134 251 2,788
2012 5,873 15 540 878 466 625 27 72 255 1,403 208 1,234
2013 5,130 14 461 908 386 576 28 65 189 1,158 153 1,140
求人超過数(人) 2010 -761 -1 638 -373 179 162 69 -8 20 -927
(求人-求職) 2011 -696 -6 917 -600 254 90 164 -6 72 -1,062
2012 -322 -2 836 -487 177 315 100 14 71 -416 238 -1,021
2013 1,941 -4 1,005 -307 378 476 106 31 247 518 450 -905
求人倍率 2010 0.86 0.83 2.05 0.55 1.39 1.43 3.88 0.90 1.08 0.63
2011 0.89 0.60 2.17 0.41 1.50 1.21 7.56 0.96 1.29 0.62
2012 0.95 0.87 2.55 0.45 1.38 1.50 4.70 1.19 1.28 0.70 2.14 0.17

















が、応募者は計 27 人で、16 人しか採用できず、10.1 採用予定で 10 人程度募集したが応募者は
２人でしかなかった。14.4.1 採用予定の募集も同様の傾向で、３回採用試験を行っているが、
１回目は 20 人程度の募集に 18 人、２回目は 10 人程度の募集に２人、３回目は 10 人程度の募


























　4月 3日 34 31 15 1 3 750 14
4月10日 34 29 18 2 5 730 11
4月17日 34 24 21 3 10 700 10
4月24日 34 25 19 1 9 780 10
  5月 1日 34 31 18 2 3 720 9
計 170 140 91 9 30 720 54
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時給額（正社員、非正社員）は多様であるが、最低額は 700 円台が多く、県の最低賃金を下







＊ 飯田職安が毎週木曜日に出している｢求人情報（フルタイム）｣に掲載されていた 170 件（４／３，10，
17，24，５／１の５回分<１回の掲載数 34 件>）を対象とした。もちろん、これは月間 600 件前後ある求
人のすべてではなく１部である。職安がどの基準で毎回 34 件を選んでいるかは不明である。ただ、13
年度の常用求人のうち正社員割合は 7 割強であるから、本データは若干正社員割合が多く出ている。 
 
飯田市の対策 
 
飯伊地域は飯田市を含めて人口減であり、かつ若い層、そして専門的技術的職業層の不足が
見られた。 
それらへの対策の一つとして、市は「人材誘導プロジェクト」を立ち上げ、「結ターンキャリ
アデザイン室」を設置し、Ｕターン、Ｉターンの推進のための、情報提供、就労、定住の相談・
援助を行い、また、飯田職業安定協会、飯田職安等と共同で、新規学卒者を主要対象とした「ふ
るさと就職ガイダンス」を開き、地元企業の紹介をしたり、地元企業参加の「就職面接会」を
開催するなど、大学、短大、専修学校卒業生の飯田・下伊那地域の企業・事業所への就職を積
極的に支援しようとしている。 
